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【はじめに】 

当会では、山梨県民信用組合が、地域の中小規模事業者や個人の皆様に対する

資金供給を担う重要な金融機関であるという認識のもと、地域の中小規模事業者

等に対する金融仲介機能をより一層発揮していくために、山梨県民信用組合に対

する当会の資本増強支援にあたり、財源面の支援として金融機能強化法を活用す

ることにより、山梨県民信用組合の財務基盤について更なる強化を図りました。 

当会といたしましては、こうした資本増強により、山梨県民信用組合が金融仲

介機能の強化を図り、これまで以上に地域の中小規模事業者や個人の皆様に対す

る信用供与の維持・拡大と各種サービスの向上がなされるよう、信用組合業界の

系統中央機関として、平成２４年８月に公表いたしました「経営強化指導計画」

（平成２４年４月から平成２７年３月）に基づく強力な指導や人材派遣を含め、

山梨県民信用組合に対する全面的かつ万全な支援を行っていくこととしておりま

す。 

１．経営指導の進捗状況 

（１）経営の改善の目標を達成するための方策への指導 

   山梨県民信用組合では、経営の改善の目標を達成するための方策として経

営強化計画に掲げた経営戦略の各施策の実施状況等につきまして、毎月、当

組合の「経営強化計画等進捗管理委員会」において、経営陣関与の下ＰＤＣ

Ａサイクルに基づき進捗管理を行っております。 

   当会では、経営強化計画の進捗状況を管理する観点から、毎月、当組合に

対し、３か年の経営強化計画に対する各種ヒアリングを実施（平成２４年４

月に実施した初回から平成２５年１１月末までに２５回実施)し、当該ヒアリ

ング結果等を踏まえ、経営改善に向け、以下の指導・助言を行いました。 

   今後も、引き続き、ヒアリング等を通じて進捗状況の把握と実効性の検証

を行うとともに、当組合の一層の経営強化に向けた指導に取り組んでまいり

ます。 

なお、当組合では、問題点に対応するとともに、経営強化計画に掲げる「営

業力の強化」に向けた各施策の実効性を確保し、もって計画目標の必達・収

益確保等を図るため、経営コンサルタントを導入しました。 

この結果を受け、組合では平成２５年５月に『経営戦略書』として定め、

全役職員へ周知徹底し、組織が同じ方向を向いて取り組むことにより、更な

る経営改善を図っていくこととしております。 

当会では、上記の対応状況につきまして、定期的な報告や資料及びヒアリ

ング等の機会を通じた継続的な確認を実施するとともに、当組合による信用
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供与の維持・拡大と各種サービスの向上がなされるよう経営の改善策にかか

る個別の施策に対して、以下のとおり指導してまいります。 

① 「営業力の強化」に向けた指導 

ア．営業推進態勢の強化 

 当組合は、これまでの取組みによるノウハウを活用し営業力強化を進

めるため、中小規模事業者向けの融資を専担で取扱う融資営業係を平成

２４年１０月より融資担当役席として、本店営業部、富士吉田支店及び

下谷支店の３店舗に各１名ずつ計３名を再配置し、各営業店の総合営業

係に対する指導担当としての役割を担っております。 

また、経営コンサルタントの指導によるエリアマーケティング結果を

踏まえ、取引先の取引内容を十分理解した営業を行うとともに、人口の

多いエリアを重点的に訪問することとし、支店長の店周毎月１００件訪

問や総合営業係による２０先の新規アプローチによる積極的な営業活

動・トップセールスを一層促進するため、平成２５年７月に人事異動を

実施し、１店舗を除く全ての店舗において支店長・副支店長体制を敷く

等、内部管理態勢の強化を進めるとともに、営業店の店質を見据え、戦

略的な人員配置に着手しております。 

この他、年金受給者(含む予約者)に対するサービスをより向上させる

ため、年金レディを平成２５年１１月末現在９店舗(本店営業部、都留

支店、北支店、南支店、西支店、南口支店、南西支店、塩山支店、敷島

支店)に９名を配置しております。 

当会は、支店長による店周毎月１００件訪問や総合営業係による２０

先の新規アプローチおよび融資担当役席及び年金レディの活動状況に

ついて所管部署別ヒアリング等を通じ活動状況の確認を行っておりま

す。 

融資営業係及び年金レディの配置は計画どおり完了し、この結果、中

小規模事業者向けの融資の増加や年金取引の新規獲得などの効果がみ

られております。 

支店長による店周毎月１００件訪問や総合営業係による２０先の新規

アプローチについては、施策の目的を職員に十分理解させ、活動を定着

させることにより、多くのお客様との接触機会を持つことができるよう

指導してまいりました。 

今後も引き続き、エリアマーケティング結果を踏まえ、取引先の取引

内容を十分理解した営業を行うとともに、個人世帯取引についてメイン

化を推進し顧客との信頼関係を構築することについても指導してまい
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ります。 

イ．営業店ブロック制の再構築 

当組合では、近隣店舗間の協力による業務の効率化と情報の共有化を

図ること、及び、よりきめ細かなサービスの提供を主な目的として、平

成２４年４月より営業店の地域性を考慮した８ブロックに再編成を行

い、ブロック単位での情報交換会を開催し、ブロック内店舗間の協力に

よる目標達成意識を醸成することにより計画の確実な達成を図ること

としております。 

 ブロック内職員の情報共有につきましては、原則月１回による情報交

換会等を通じコミュニケーションを図っております。 

このため、当会は、ブロック内各店舗の特性及びブロックの特性を捉

え、営業戦略に活かすよう店周訪問活動の強化による地域特性や各種地

域情報の再収集について助言・指導しております。 

さらに、当組合では、平成２４年１２月に導入した経営コンサルタン

トにより各営業店を取り巻く市場性に応じた経営資源の配分や店舗ご

との戦略を２５年５月に立案いたしました。 

当会では、経営戦略書に定められた諸施策について所管部署別ヒアリ

ングを通じて、進捗状況を把握するとともに、当会から営業エリアの深

耕に向けた取組みの徹底を促してまいります。 

ウ．営業戦略会議の開催 

当組合では、平成２４年度より、営業店ブロック単位(２ブロック毎、

平成２５年１月以降は１ブロック毎)で「営業戦略会議」を毎月開催し、

本部(担当理事、営業推進部長、融資部長ほか)が営業現場に出向いて、

地域特性を踏まえた今後の営業戦略を各営業店長と深度ある議論をす

ることで、目標達成意識の喚起と営業店・本部間のコミュニケーション

強化を図ることとしております。 

営業戦略会議では、双方向の議論が行われており、定期預金のノーダ

ウン運動(常に定期預金残高が前営業日を下回らないよう推進を強化す

る運動)等、営業店が行っている独自の取組みについても好事例として

他店舗に紹介するなど会議の機能強化が図られております。 

さらに各ブロックの意識付け及び連帯感を強化し営業実績に結びつけ

ること、また、営業エリアのマーケット分析を踏まえた営業活動を実施

するため、当会は、１ブロックでの会議開催について指導してまいりま

したが、平成２５年１月以降１ブロックでの開催も行われており、「経
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営戦略書および業務計画に基づいた営業活動」、「中小規模事業者向け融

資推進の取組み」などをテーマに深度ある議論を行い会議の実効性を高

めております。 

今後も、引き続き、営業戦略会議の状況把握を行い、効果的な営業推

進や情報共有化が図られていることを確認し、進展が捗々しくない場合

には、速やかな原因分析と対応等の検討を求め実効性ある会議となるよ

う検証・指導してまいります。 

エ．営業推進部の役割強化 

当組合では、組織一丸となって目標必達に向けた意識の向上を図るた

めには、営業推進部による営業店への指導やサポートを強化することが

不可欠であることから、営業戦略会議において担当役員、本部および推

進指導役と営業店長とが営業店長と収益向上に向けた協議を重ねてお

ります。  

さらに、こうした取組みにつきましては、役員（専務理事、常務理事、

担当理事）も臨店指導を実施するなど、積極的に関与しております。ま

た、計画と実績との乖離を月次で管理し、ＡＬＭ委員会に報告するとと

もに、乖離が大きい営業店に対しては、役員や本部が個別ヒアリングを

実施し、原因分析と課題の共有化を図り、今後の対応策について協議・

指導を実施しております 

当会は、営業店長の目標達成意識の向上を図るため、平成２５年１１

月に理事長を初めとした当会役員による組合役員に対するヒアリング

を実施し、定期的な役員臨店による徹底した営業店指導を行い、収益力

を高めていくよう指導いたしました。 

今後も、所管部署別ヒアリング等を通じ、収益目標の達成や収益確保

に向けた具体的な方策や対応について営業推進部や当会からの出向者

と協議するとともに当組合役員による臨店指導等主体的な営業店指導

について検証・指導してまいります。 

オ．営業店指導役の配置 

当組合では、支店経営サポートの強化、営業店の目標の進捗管理等の

ため、平成２４年１０月に、営業推進部内に推進指導課を新設し、指導

役４名を配置しております。

   ４名の指導役は、２名が支店長経験者、２名が融資営業係経験者で構

成され、営業店長から渉外係まで幅広い役職をサポートできる態勢を整

えております。
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また、推進指導役は毎日の指導内容について報告書を作成し、役員ま

で報告していることに加え、毎月、前月の活動や推進上の課題について

会議を実施するなど、今まで以上に営業店と連携・協力してサポートを

行う態勢を整えております。 

当会は、推進指導役が営業店ごとの問題点を的確に把握し、問題点に

    ついて、営業店及び本部他部署と連携し改善を講じること、また、営業

店長の指導が足りない面があったという前経営強化計画の反省を踏まえ、

特に営業店長の指導に注力するよう指導いたしました。

さらに、当組合において、平成２５年度、営業力の強化を推し進め、

計数奪還による経営強化計画の目標達成のため「推進指導役活動方針」

を改正し、エリアマーケティング実践状況の検証および指導の強化や収

益管理等、推進指導役の重点指導項目を設定するとともに、コンサルに

よる分析結果（営業店の業績および推進体制）をもとに、営業推進部で

重点的指導店舗の選定を行いサポートおよび営業統括係長に対する教

育・指導等の方針を明確にし、営業店サポート体制の強化を図ることと

しておりますことから、当会では、所管部署別ヒアリング等を通じ、営

業店の状況把握を行い、指導の効果が捗々しくない場合には、速やかな

原因分析と対策立案を指導するとともに、必要に応じて、本部ヒアリン

グの実施を検討する等、指導を強化してまいります。

カ．総合相談センターの役割強化 

当組合では、中小規模事業者向け融資の拡大等を目的として平成２１ 

年１０月に設置した「総合相談センター（パートナーズ）」において、事 

業者向け経営相談や営業店情報の集約及びフィードバック、営業店に設 

置した「ローン相談窓口」や「年金相談窓口」のサポートを行っており 

ます。 

また、地域の集会に出席し、地域経済の状況や山梨県民信組の重要性

を発信するなど、当組合の広報活動の強化を図っております。

当センターは、平成２４年１０月に設置４年目を迎えるにあたり、同 

月から営業推進部より独立し、各種団体との連携、ビジネスマッチング

(マッチング件数１９件)、融資関連商品の開発(農業関連商品・動産担

保融資商品の発売)といったコンサルティング機能を発揮するための拠

点としての役割を一層強化しております。 

 また、当組合は、平成２４年１１月に中小企業経営力支援法に基づく

「経営革新等支援機関」として認定を受け、事業者向け経営相談(７４

件)、山梨県中小企業団体中央会等各種団体との連携(ものづくり中小企
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業・小規模事業者試作開発等支援補助金申請３件)を行っております。 

さらに、平成２５年度は、地域の活性化・営業店の活性化・地域への

貢献などを目的に、総合相談センター職員が各営業店に出向く「出張相

談センター」を１１月末時点で、１６店舗において実施し、６３件の事

業者向け経営相談（事業性融資３９件、事業承継８件、相続７件、その

他の相談９件）に対応し、このほか１３０件の年金相談を実施しました。

総合相談センターの役割強化につきましては、着実に取り組まれてい

るものと認識しており、今後も必要かつ十分な対応が継続的になされて

いるか検証するとともに、必要に応じ、指導・助言を行ってまいります。

② 「収益力の強化」に向けた指導 

  ア．個人預金・貸出金併進の取組み

     当組合の平成２５年９月末の預金残高は、３７２,５９５百万円と前期

末比５０百万円の減少となりました。また、貸出金残高は２９０,７１

３百万円で前期末比７,６２０百万円の減少となりました。

個人預金の増強策としては、合併１０周年記念商品として、特別金利

定期預金「感謝」を平成２５年６月２０日から９月３０日に発売しまし

た。各営業店において、商品のＰＲをはじめ、見込み先のリストアップ、

対象先へのアプローチ、窓口セールス等を行った結果、純増２１億円、

取扱総額は１０７億円に達したほか、合併１０周年記念商品の第二弾と

して、特別金利定期預金「けんみん信組おもてなし」を１１月１日から

平成２６年３月３１日にかけて発売しております。 

また、年金レディが年金受給者との信頼関係を築き、取引継続・新規

振込口座の獲得など、取引基盤の維持・拡大に寄与しております。 

個人融資の増強策としては、住宅ローンの金利優遇を行うキャンペー

ンを年間を通じて実施したほか、環境問題に関する意識の高揚に伴い、

エコ住宅に優遇金利を適用するエコ住宅ローン及びエコリフォームロ

ーンの取扱いを行い、お客様の多様な住宅ニーズ・資金ニーズにお応え

しておりますが、地元リーディングバンクのキャンペーン金利に各金融

機関が追随し、また、他行肩代り競争が激化していることもあり、上半

期の新規実行額は４１５百万円に留まり、平成２５年９月末残高は前期

末比１,３２０百万円減少し、２４,９７２百万円となりました。 

また、消費者ローンについては、収益確保のための重要な商品と再認

識し、平成２５年度はキャンペーン期間（平成２５年８月～平成２６年

３月）を設けて、消費者ローンの増強に向け取り組でおります。  

１１月末時点での目標達成率は低調に留まっておりますが、１１月よ
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り新商品を加えて年末・年度末の資金需要期に向け取組みを強化してお

ります。 

当会は、経営戦略書に定める「支店長による月１００件訪問」や「新

規対象先２０件の常時保有」などの営業店の渉外活動の取組みについて

確認するとともに、営業店長の訪問活動強化や営業統括担当者の管理強

化にかかる本部の指導強化を指導いたしました。 

今後もよりきめ細かな組合本部による営業店への管理・指導を指導す

るとともに、経営戦略書に基づく施策や経営強化計画の進捗が捗々しく

ない場合の実効性向上に向けた速やかな原因把握を行い、他信組の営業

推進事例等を参考に適時、適切な対策の立案について当会からの出向者

との連携強化を目的とした「出向者協議会」を定期的に開催し、当会か

らの助言・指導に対する組合の対応状況の確認を徹底してまいります。 

  イ．実質金利を重視した管理 

当組合では、収益管理プロジェクトチームを組成し、営業店の収益を

意識した取組みの一環として、平成２４年６月より、個社別の取引採算

性を管理しております。 

ＳＫＣセンターの顧客別採算管理システムを活用して営業店に「顧客

別採算管理表」を還元し、営業店では、登録された主要取引先の過去６

か月分の実質金利及び利益率により個社別取引採算を把握することに

より、収益性を意識した取組みを実施しております。 

具体的には、実質金利((貸出金利息収入－預金利息支出)÷(貸出金平

残－預金平残))により顧客別の採算性を把握することとし、個社毎に実

質金利確保に取り組んでおります。 

当会は、実質金利を重視した取組みについて当組合内の定着度や実質  

    金利上昇の進捗状況について、所管部署ヒアリングを通じて、確認及び

指導してまいりました。結果、本取組み開始時（平成２５年６月）の対

象先の実質金利は２.８９９％でしたが、平成２５年９月期の実質金利

は２.９４２％と０.０４３Ｐ上昇し、また３８先について実質金利５％

以上を達成いたしました。 

このため、引き続き、組合の取組みに対し進捗状況を把握するととも

に、具体的な戦術の指示など店舗に対する組合の指導強化について確認

し、必要に応じて助言・指導いたします。 

③ 「組織力の強化」に向けた指導 

  当組合では、風通しの良い職場環境づくり、情報共有化及び本部各部と営
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業部店の共通認識を醸成するため、「担当者連絡会」や「営業部店長報告会」

の開催や役員による臨店を定期的に行っております。 

  特に役員臨店では、経営戦略書および業務計画の再認識および収益管理資 

料に基づく収益の確保を共通認識とし、必要な改善策を営業店および本部所

管部署に促しています。 

  当会は、所管部署別ヒアリングや出向者会議等を通じ活動状況の確認を行

っており、当活動において、組合職員間の融和やコミュニケーションの向上

が図られていることを確認しております。 

  また、役員臨店については、徹底した営業店指導を繰り返し行うことで、

営業店の収益意識を醸成し、収益力を高めていくよう指導いたしました。 

  今後も、引き続き、ヒアリング等を通じて当組合の組織力の強化に向けた

指導に取り組んでまいります。 

④ 「信用コスト削減のための取組強化」に向けた指導 

ア．取引先の実態把握の徹底 

当組合では、取引先の実態把握に努めるため、個社別取組方針の策定

及び更新を行っており、これまでは、債務者区分に応じ１年ないし６か

月としていた個社別取組方針の見直し・検証サイクルを年２回の定例見

直しとし、また著しい債務者の信用状況の変化に伴う随時の見直しを速

やかに行うこととし、実効性のあるものといたしました。 

   また、これまでは原則として全与信先を対象としていましたが、より

重要度の高い与信先に対する管理を徹底するため、対象先を自己査定基

準対象先とし、全融資の７７％（残高ベース）を対象先としました。 

   当会は、所管部署別ヒアリング等を通じ活動状況の確認を行うととも

に、取引先の実態把握のための書類（渉外日誌、日報、顧客カード）に

ついて他信組の資料を情報提供するなど、取引先の実態把握の充実につ

いて助言・指導しております。 

今後も所管部署別ヒアリング等を通じ、取引先の実態把握が、取引先

との深耕ひいては預貸金取引に繋がるものとの認識を強め、取組みが営

業店にて徹底が図られるよう指導してまいります。 

イ．短期延滞の管理強化 

当組合では、平成２４年度からは、毎月５営業日から１５日までの期

間を短期延滞改善期間と位置づけ、本部と営業店の情報交換と債務者に

対するアプローチを集中的に行う期間とし、「延滞改善取組み管理表」

を使用して延滞解消に取り組んでおります。 
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また、営業店では、延滞管理明細表により日次ベースで延滞先を管理

しているほか、延滞発生が懸念される債務者に対しましては、担当役員

がトップになっている金融円滑化推進部会等が主体となり、早期に経営

改善に向けた取組みを実施することにより新たな延滞発生の防止を図

っております。 

この取組みの成果および景気の回復感から短期延滞は１１月末現在で

は、前年同月比７３億円減少しており、取組みの成果が出ております。 

     当会は、当組合の短期延滞発生の要因、延滞先の管理、延滞解消の取

組みについて、確認するとともに、改善状況が不芳な店舗に対しては融

資部による臨店指導を実施し、本部と営業店が共通認識のもと、一体と

なって延滞債権の縮減に取り組むよう、延滞解消に向け、営業店におけ

る短期延滞先の督促強化や条件変更対応及び本部の指導強化を指導い

たしました。 

     今後も、ヒアリング等を通じて進捗状況の把握と実効性の検証を行う

とともに、当組合の一層の経営強化に向けた指導に取り組んでまいりま

す。 

ウ．長期延滞の管理強化 

当組合では、延滞が長期化している大口の債権については、平成２４

年１０月に融資部管理課内に「重点対応(特命)チーム」を設置し、担保

外回収・債権整理、担保の任意売却、反社対応については同チームが主

体となり、テーマ毎に担当者を振り分け、個社別取組方針(回収方針)を

策定し、督促強化及び回収強化を図っております。 

当会は、ヒアリング等を通じて進捗状況の確認を行ってまいりました

が、債務者との回収交渉、競売申立て及び償却債権の取立等、重点対応

(特命)チームにつきましては成果が表れていると認識しております。 

ただし、長期延滞先、大口問題先の解消につきましては、引き続き必

要不可欠な取組みとの認識のもと、所管部署ヒアリングを実施し、当チ

ームの活動状況や活動実績について把握するとともに、強力な助言・指

導を行っております。 

エ．事業再生支援の強化 

     当組合では、中小企業金融円滑化法の下で、金融円滑化推進部会及び

企業支援部を中心に、お客様の経営改善に向けた取組みを実施してまい

りましたが、平成２５年３月末の同法の期限到来を踏まえ、新たに経営

改善・コンサルティング業務に特化させた、役員をトップとする部署（経
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営改善サポート室）を平成２４年１０月に新設しております。 

同サポート室では当初対象先５９先について、ランクアップ・維持へ

の対応を図りました。手法としては経営改善計画の策定支援と進捗モニ

タリングの強化を目的に臨店指導・同行訪問を行い、結果、平成２４年

度は１０先がランクアップし、３９先について維持することができまし

た。 

２５年度につきましては、自己査定結果等をもとに対象先の見直しを

行い、１１５先を選定し、引き続き、外部機関（中小企業再生支援協議

会、中小企業診断士、税理士等）と積極的な連携を図りながら、抜本的

な経営改善支援に取り組でおります。 

当会は、所管部署別ヒアリング等を通じ、対応状況についてヒアリン

グを行ったほか、監査機構監査を実施し、債務者の現況確認を行うとと

もに今後の対応方針についてより詳細な意見交換を実施いたしました。 

今後も、引き続き、ヒアリング等を通じ、事業再生支援の状況につい

て把握するとともに、必要に応じて助言・指導を行ってまいります。 

⑤「経営強化計画の確実な履行の確保」に向けた指導 

当組合では、理事長を委員長とする「経営強化計画等進捗管理委員会」

を設置し、経営強化計画の進捗状況を管理しております。委員会は、月１

回開催し、計画の進捗状況及び実行された施策を検証・チェックするとと

もに、必要に応じて改善策等を協議する体制としております。 

また、経営強化計画に遅延が生じた場合の対応について協議し、役職員

が一体となって計画達成に向けて取り組んでおります。 

    なお、平成２４年度以降に当組合が取り組んだ施策は下記のとおりです。 
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【経営強化計画に掲げる主要施策の取組状況】 

取組施策 取組開始時期 

【営業力の強化】 

・営業戦略会議の開催 

・総合相談センターの役割強化 

・ブロックの細分化 

・お客様相談窓口の見直し 

・融資担当役席の配置 

・推進指導課の新設、推進指導役の配置 

・セールストーク集の作成 

【収益力の強化】 

・特別金利定期預金の発売 

・実質金利を重視した管理 

【組織力の強化】 

・担当者連絡会の実施 

・業績評価基準の見直し 

・雇用形態の見直し 

【信用コスト削減のための取組強化】 

 ・重点対応チームの設置 

 ・経営改善サポート室の設置 

 ・個社別取組方針の見直し 

平成24年 4月 

平成24年 4月 

平成24年 5月 

平成24年 8月 

平成24年10月 

平成24年10月 

平成25年 3月 

平成24年 6月 

平成24年 6月 

平成24年 5月 

平成24年 7月 

平成24年 8月 

平成24年10月 

平成24年10月 

平成25年 3月 

当会といたしましては、当組合に対する毎月のヒアリングにより、理事

長をはじめとする経営陣を対象に、経営強化計画の進捗状況や経営強化計

画等進捗管理委員会における協議の内容、また同計画の進捗や経営改善の

現状を踏まえた経営の方向性・方針などを確認しております。 

また、部長等の実務者を対象といたしまして、業務推進面や融資管理面

など、同計画に掲げられている施策を中心に、所管部署別の詳細なヒアリ

ングを実施し、併せて、当会からの派遣者に対するヒアリングを行うこと

で、具体的な施策の取組内容や営業の最前線における営業店長や融資営業

係の活動状況、同計画の履行にかかる問題点等の有無及び問題が生じた場

合の対応状況を把握し、適宜、指導・助言を行っております。 

さらに、経営コンサルタントを導入し、営業エリアの実態把握を行い策

定した『経営戦略書』の進捗状況の確認・指導を実施しており、目標利益

達成に向けた諸施策の実効性向上への取組みを促しております。 

当会といたしましては、引き続き、これら施策の実施状況や効果の検証

を行うとともに、計画の着実な履行の確保に向け、指導・助言に努めてま

いります。 
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⑥ 優先受益権に対する配当 

国が保有する優先受益権につきましては、経営強化指導計画どおり、平

成２２年８月に、第１回目となる平成２１年度分の配当を実施いたしまし

たが、平成２２年度以降、原資である当組合の優先出資配当が実施されな

かったことから無配となりました。 

この事態を受け、当会では、当組合が抜本的な収益改善策等の着実な履

行により収益力の強化を進め、安定した利益を確保することで、経営強化

計画に定めたとおり、平成４５年３月末には４５０億円を超える利益剰余

金を確保していくよう、引き続き、指導・助言してまいります。 

山梨県民信用組合では、平成２４年度から、新たな３か年の経営強化計

画を実施しており、これまでの取組みについて、さらに機能強化を図った

各種施策を進めております。 

また、それらの諸施策を実効性あるものとし、平成２５年３月期以降、

安定した当期純利益を確保するとともに、早期の配当原資の確保ならびに

優先出資の返済原資を確保するべく努めております。 

なお、当会といたしましても、経営全般や方向性に関する助言・指導の

場として、平成２４年度より新たにトップヒアリングを開催(累計３回)し

ておりますほか、施策実効性の向上により数字の積み上げを促すべく、個

別施策毎・所管部署に対する詳細なヒアリングを確実に継続実施し、当会

からの出向者との「出向者協議会」を開催(累計６回)し、深度ある実態把

握と、実効性が上がらない施策に対する実情に応じた対策立案・遂行指導

を行っております。 

加えて、当組合の経営強化計画の履行について、実務目線からの課題の

検証、国庫金検査等の訪問機会を活用した営業店の実態把握、資金運用サ

ポートなど、多面的な視点による管理強化の実践や的確な指導・助言の実

践に努め、また、これまで取り組んでまいりました月次・四半期ヒアリン

グやオフサイト・モニタリング等を継続実施しながら、引き続き、情報提

供や継続的な各種サポートにも取り組んでまいります。 

（２）「従前の経営体制の見直しその他の責任ある経営体制の確立に関する事項」

についての指導 

  ① 経営体制確立に向けてのサポート 

    当会では、山梨県民信用組合の責任ある経営体制の確立に向け、当会か 

ら代表権のある役員等の派遣等を継続しておりますほか、ガバナンスやリ 

スク管理体制の強化を図るべく、当会の経営陣による組合経営陣との協議 

を平成２５年１１月までに３回実施しております。 
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また、３か年の経営強化計画に基づくヒアリングを月次で実施(平成 

２４年４月に実施した初回から平成２５年１１月末までに２５回実施)し

ております。 

当組合では、信用リスク管理及び営業推進強化を目的とした他信用組合 

の視察を平成２４年９月と１１月に実施しており、視察先である信用組合

と当組合との仲介をいたしました。 

また、平成２５年度は地域経済活性化支援機構活用に向け当会は、同機

構と組合の活用に向けた意見交換を行うとともに、同機構と組合の活用に

向けた協議の場に同席し、活用を促してまいりました。結果、平成２５年

１２月より同機構の専門家派遣が予定されております。 

さらに、資金運用・ＡＬＭにかかるサポートを通じ、運用面・リスク管 

理面の現状と問題点にかかる認識の共有化を進め、人材の育成など必要な

対応について助言を行っております。 

    加えて、より高度な管理水準の実現を目指し、刻々と変化する外部環境 

に応じた適宜適切な態勢整備を行っていく観点から、当会における担当部 

署に当組合からの照会対応窓口を設けるとともに、緊密な連携のもと態勢 

整備・充実に向けたサポートを実施しております。 

  ② 「経営諮問会議」への出席 

    当組合では、ガバナンス強化や経営の客観性・透明性の向上を図るため、 

山梨県内外の有識者を構成メンバーとして「経営諮問会議」を設置し、平 

成２２年度第１回開催以降、平成２５年１１月末までに計６回開催し、同 

年１２月に第７回目の開催を予定しております。 

当会では、同会議にオブザーバーとして出席し、委員の提言に対する組 

合の進捗状況を確認しております。 

（３）「中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化、その他地域経済の活性化に

資する方策」についての指導 

   山梨県民信用組合では、中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化及び

その他地域経済の活性化に資するため、経営強化計画において、中小規模事

業者向けの貸出残高及び同貸出比率並びに経営改善等支援取組率の数値目標

を定めております。 

   当組合では、「リレーション強化キャンペーン」の実践として、帝国データ

バンクのデータ、販売先仕入先管理システム情報、ローラー活動情報等から

新規取引を指向する先、既存先のうちメイン化を指向する先等をリストアッ

プし、新規先、既存先ともに取組みの強化を図りました。 
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また、平成２５年１月以降は営業戦略会議を１ブロック単位で開催し、貸

出金増強に向けた意見交換のほか、担当役員によるグリップ強化として、９

月に専務理事、常務理事、営業推進担当役員による臨店（１９店舗）を行い、

中小規模事業者向け貸出はもとより、収益目標必達、預貸金の積上げを指導

するとともに、１０月には取組みが不振な店舗長（１１店舗）について、担

当役員等と下期の営業活動における対策を協議しました。 

これらのことから、平成２５年９月期の中小規模事業者向け貸出の実績残

高は、１７３,７１６百万円となり、計画残高１７７,２００百万円に対して

３,４８４百万円下回りましたが、計画始期１７２,９９０百万円に対しては

７２６百万円上回る結果となりました。 

当会では、当組合による中小規模事業者に対する融資増強に資するべく、 

当組合の各取組みの進捗状況を確認し、本部の指導強化について指導すると

ともに、本部による営業店長ヒアリングに同席することにより営業店におけ

る目標管理意識の向上及び目標達成に向けた行動の実践を指導いたしました。 

今後も、計画達成に向け、当組合の取組みをバックアップいたしますとと

もに、所管部署別ヒアリング等を通じて確認した営業活動上の課題点等を踏

まえ、当組合の営業体制の充実や営業力の強化、営業活動の効率化に向けた

提言を行ってまいります。 

なお、当組合の企業支援部及び経営改善サポート室が中心となり中小規 

模事業者の経営改善支援に努めた結果、経営改善等支援取組率は計画を上回

って推移しております。 

【貸出残高等実績】 

（単位：百万円、％） 

24/3 期
25 年 9月期 計画 

対比 

24/3 期

対比 

27/3 期

実績 目標 

（計画始期） 計画 実績 （計画終期）

中小規模事業者向け貸出残高 172,990 177,200 173,716 △3,484 726 181,000

中小規模事業者向け貸出比率 41.23 41.40 41.83 0.43 0.60 41.43

経営改善等支援取組率 4.61 6.66 4.83 1.83 1.17 5.08

今後も、地域経済の活性化に向け、より充実した金融サービスの提供が図

られるよう、原則として月次で所管部署別ヒアリングを開催するとともに、

四半期ごとに実施する出向者協議会等を通じ、適時、適切な状況把握と、施

策の実効性が上がらない場合の深度ある原因分析と対策の立案を指導・助言

するとともに他信用組合の好事例を情報提供し、同計画に定められた数値目
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標の達成に向けた取組みを強力に支援してまいります。 

２．経営指導体制の強化の進捗状況 

当会では、経営強化指導計画に掲げる各施策の実効性を高めるため、山梨県

民信用組合に対する指導を専担で行う部署として、本部信組支援部内に経営指

導監理室を設けております。経営指導監理室は、経営指導経験の豊富な職員を

中心に計４名の体制で発足し、室長のほか２名を信組支援担当、１名を資金運

用サポート担当としておりましたが、更なる管理強化を目指すべく、平成２４

年７月より信組支援担当職員を増員し、計５名体制といたしました。 

平成２５年７月からは、資金運用サポートに関して、ＡＬＭや統合的リスク

管理に係るサポートと連携した対応を図るため、室長のほか３名の信組支援担

当およびしんくみ運用サポートチームで対応するよう体制の見直しを図ってお

ります。 

経営指導監理室では、各種ヒアリングの実施とともに、当組合から定期的に

提出を受ける報告・資料の分析等を中心に、経営内容の把握、指導・助言を行

っておりますが、分析手法の精緻化、他金融機関の成功事例の研究などを進め、

引き続き経営指導の充実・強化に努めてまいります。 

３．経営指導のための施策の進捗状況 

（１）経営強化計画の進捗管理 

  ① 経営強化計画履行状況報告 

    当会では、平成２５年１２月に山梨県民信用組合より経営強化計画履行

状況報告（平成２５年９月末基準）の提出を受け、同報告を精査し、計画

の進捗状況等について把握・分析を行い、国に提出いたしました。 

    当組合が経営強化計画に掲げた主要施策につきましては、ほぼ計画通り

に開始されたものと認識しております。 

中小規模事業者への資金供与円滑化を図るための数値目標である「中小

規模事業者向け貸出残高」及び「同貸出比率」及び、地域経済の活性化を

図るための数値目標である地域企業に対する経営改善等支援取組率につ

きましては、当組合において積極的に取り組んだことから、計画始期対比

及び計画対比ともに上回る結果となりました。 

当会では、これまで、日次、月次毎の営業店別目標管理資料の導入や、

融資営業係の目標設定ならびに融資推進取組強化について進捗状況を確

認するとともに進捗が捗々しくない施策について指導を行いました。 

当組合は、経営強化計画に掲げる「営業力の強化」に向けた各施策の実

効性を確保し、もって計画目標の必達・収益確保等を図るため、経営コン
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サル結果を纏めた『経営戦略書』及び具体的な戦術としての『25年度業務

計画』を実行し、更なる経営改善を図っていくこととしているため、当会

はこれを強力にバックアップいたしますとともに、当会出向者との「出向

者協議会」を通じて確認した営業活動上の課題点等を踏まえ、当組合の営

業体制の充実や営業力の強化、営業活動の効率化に向けた提言を行ってま

いります。 

【貸出残高等実績】 

（単位：百万円、％） 

24/3 期
25 年 3月期 計画 

対比 

24/3 期

対比 

27/3 期

実績 目標 

（計画始期） 計画 実績 （計画終期）

中小規模事業者向け貸出残高 172,990 177,200 173,716 △3,484 726 181,000

中小規模事業者向け貸出比率 41.23 41.40 41.83 0.43 0.60 41.43

経営改善等支援取組率 4.61 6.66 4.83 1.83 1.17 5.08

  ② 四半期報告 

    当会では、当組合が半期毎に作成する「経営強化計画の履行状況報告」

とは別途に、当会所定の書式により四半期毎に報告を受け諸施策の実施状

況等を管理するとともに、履行状況に応じた指導・助言を行っております。 

（２）モニタリング、ヒアリング 

  ① オフサイト・モニタリング 

    当会では、山梨県民信用組合から定期的に資料の提出を受け、状況把握

に努めております。 

具体的には、預金積金、貸出金の増減状況については日次でモニタリン

グし、流動性リスクの状況を検証し、有価証券運用については、当組合か

らの照会に対し当会の運用専門担当者が商品の特徴やリスクについてア

ドバイスしております。 

月次では、有価証券ポートフォリオの把握とリスク状況や運用状況の検

証を行い、年度では、決算状況分析を実施し、当組合に提供・説明するこ

とで問題認識の共有化を図っております。 

なお、平成２５年３月期決算にかかる資料については、同年７月に提供

しており、平成２５年９月期決算にかかる資料についても、今年１１月に

提供を受けております。 
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当会では、引き続き、当組合における課題・問題点の早期発見と適切な

対応を図るべく、定期的に経営状況、リスク管理状況に関する各種資料の

提出を受けるとともに、所管部署ヒアリングの確実な継続実施と、出向者

協議会を通じた、より深度ある実態把握や対策の立案、遂行、事後管理に

基づく時宜に応じた適切な指導・助言等を行ってまいります。 

  ② 協議、ヒアリング 

    当会では、これまでの月次ヒアリングの継続実施に加え、個別施策毎（組

合の所管部署毎）のヒアリングを実施することで、よりきめ細かな施策の

履行・実効性確保の検証強化を図ってまいりました。 

ア．月 次 

      経営強化計画に掲げる各施策の進捗状況等にかかるヒアリングにつ

きましては、平成２４年４月に初回のヒアリングを実施しており、 

平成２５年１１月までに、計２５回のヒアリングを実施しております。 

   イ．所管部署別 

所管部署別ヒアリングにつきましては、平成２４年４月から平成 

２５年１１月までに、営業推進部に対し１０回、融資部に対し６回、

総合相談センターに対し１回実施しており、営業推進部に対しては、

営業推進部及び推進指導役による臨店指導等の対応状況や営業戦略会

議の開催状況を検証し、営業店に対する指導方針や対応策を確認し、

効果的な実施及び営業戦略会議の進め方について指導・助言を行いま

した。 

結果、２５年９月期の中小規模事業者向け貸出は計画始期を上回る

実績となりました。 

融資部に対しては、延滞先の管理方法について検証を実施し、短期

延滞先の管理や延滞長期化の防止策等について指導・助言を行ったほ

か、経営改善サポート室の再生支援対応及び重点対応チームの管理回

収状況について意見交換を行い、信用コスト抑制に向け、債務者の管

理徹底を指導いたしました。 

結果、平成２５年度の短期延滞は１１月末現在では、前年同月比７

３億円減少する結果となりました。 

総合相談センターに対しては、認定支援機関としての活動、出張相

談センターの活動について検証し、センターの諸施策の実効性確保に

向け、積極的な対外活動について指導いたしました。 
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結果、当組合では「相談センター出張相談所」について、平成２５

年１１月末時点で、１６店舗において実施し、６３件の事業者向け経

営相談（事業性融資３９件、事業承継８件、相続７件、その他の相談

９件）に対応し、このほか８０件の年金相談を実施しました。 

今後につきましても、月次ヒアリング及び所管部署別ヒアリングを

確実に継続実施していくなかで、施策の細部にまで行き届いたきめ細

やかな助言・指導を行ってまいります。 

   ウ．出向者協議会 

平成２４年４月から平成２５年１１月までに、当会からの出向者と

の「出向者協議会」を５回実施し、当会のヒアリング等の対応に関し、

効果的な取組み、有効な施策について意見交換を実施いたしました。  

意見交換を踏まえ、営業推進面につきましては、当組合本部による

営業店長指導に同席し、当会から収益管理の取組みに対する理解及び

融資見込先数の増加と日々の進捗管理の指導、融資面につきましては、

延滞管理資料の検証及び延滞発生の抑制に向けた指導を行いました。 

今後につきましても、出向者との情報交換や意見交換を行うなかで、

深度ある実態把握を行い、施策の詳細な内容について、繰り返し助言・

指導を行ってまいります。 

（３）監査機構監査 

① 監査機構による検証・指導 

    当会では、山梨県民信用組合に対し、資産内容・査定状況の確認を主眼

とした監査機構監査を、年１回、実施することとしております。 

平成２５年度におきましては、平成２５年１０月に監査機構監査を実施

し、当監査において、大口与信先の状況把握を含む資産状況の確認や市場

リスク及び事務リスク管理態勢等の検証を通じて、融資先に対するモニタ

リングの充実や再生支援の強化、事務不備発生防止に向けた内部事務管理

体制の構築等経営改善に向けた助言を行っております。 

今後につきましても、当該監査を通じ、当組合の経営実態の詳細な把握

を行うとともに、経営改善に向けたアドバイスを行ってまいります。 

② 検証結果の継続確認 

当会では、監査機構監査の検証結果にかかる当組合の対応状況につきま

して、定期的な報告や管理資料及び所管部署別ヒアリング等の機会を通じ

た継続的な確認を実施し、課題未解消先にかかる指導・助言の強化を図っ
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ております。 

これにより、監査機構監査時やヒアリング時等の時点対応に留まること

のない、継続的に検証する体制を構築しております。 

今後も、更なる管理・指導強化として、当会の指導専担部署による監査

機構監査のフォローアップヒアリングを実施することで、より深度ある時

宜に応じた助言・指導を図ってまいります。 

（４）計画達成に必要な措置 

  ① 人的支援の実施 

    人的支援の実施につきましては、当会より役員(代表権のある理事)等の

派遣を継続しておりますほか、平成２２年４月以降、毎年度、実務者１名

の追加派遣を実施しており、延べ派遣人数は６名となっております。 

  ② しんくみリカバリの活用 

信用組合業界の企業再生ファンドであります「しんくみリカバリ」の活

用につきましては、実際の利用には至っておりませんが、引き続き、外部

人材・機関等を通じた先進的なノウハウ活用に向けた助言・指導を行うな

ど、当組合の取引先の再生支援に向けた取組みをサポートしてまいります。 

  ③ ＡＬＭサポートの実施 

ＡＬＭサポートにつきましては、経営指導監理室のコーディネートのも 

と、ＡＬＭ全般に関する、より高度な知識の習得とバランスの取れたリ

スク管理の手法を指導・助言しているほか、当信用組合より担当者をトレ

ーニーとして受け入れ、オペレーションを含む具体的な管理指導を行うな

ど、態勢整備とリスク管理の高度化に向けた取組みをサポートしておりま

す。 

  ④ 資金運用サポート（有価証券ポートフォリオ分析）の実施 

    資金運用サポートにつきましては、山梨県民信用組合によるリスク管理

及び資金運用を全面的にサポートするとの観点から、経営指導監理室に運

用サポート担当者を配置しておりしたが、平成２５年７月より、ＡＬＭや

統合的リスク管理に係るサポートと連携した対応を図るため、しんくみ運

用サポートチームで対応するよう体制を見直しております。 

当会では、サポートチーム内の運用サポート担当者が、当組合に対しま

して、随時、金利の見通しや運用方針に基づいた銘柄選定等にかかる助言

を行っておりますほか、リスクの所在確認や運用方針の策定にかかるサポ
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ートといたしまして、収益機会やデュレーションの考え方、格付の見方、

当組合の特性に鑑みたリスクカテゴリーの絞り込み等を含めた幅広い助

言を行い、策定後の運用方針や運用計画についても、逐次、アドバイスを

行っております。 

平成２５年９月期の有価証券運用においては、市場金利が低位で推移し

ていたなか、購入銘柄の選定に苦慮しておりますが、当会担当部署からの

アドバイスを受け、安全性と市場流動性を重視した運用を行っております。 

  ⑤ トレーニーの受入 

山梨県民信用組合では、体制強化の一環として、人材育成・ノウハウの

蓄積が不可欠でありますことから、引き続き、当会が取り組んでおります

ヒアリングや資金運用・ＡＬＭサポート等を通じまして、当組合の有価証

券運用体制やリスク管理体制の現状の把握に努めますとともに、適宜、ト

レーニーの受け入れを実施してまいります。 

以 上 


